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(証券コード9872) 
平成30年１月31日 

 

株 主 各 位 
 

大阪市中央区南本町三丁目６番14号 

 

代表取締役社長 北 村 良 一 

 

第59回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。 

 さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使

書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年２月15日（木曜日）午後５時30分までに到着

するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
 

記 
 

1. 日  時  平成30年２月16日（金曜日）午前10時 

2. 場  所  大阪市中央区安土町三丁目１番３号 

ヴィアーレ大阪２階 安土の間 
 
3. 目的事項 

    

 報告事項  1. 第59期（平成28年11月21日から平成29年11月20日まで）事業報告、連結

計算書類および計算書類報告の件 

   2. 会計監査人および監査役会の第59期連結計算書類監査結果報告の件 

 決議事項    
   第１号議案  剰余金の処分の件 

   第２号議案  定款一部変更の件 

   第３号議案  取締役８名選任の件 
 

以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。 

◎事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じ

た場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kitakei.jp/) 

に掲載いたしますのでご了承ください。 
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〔添付書類〕 
 

事 業 報 告 

(平成28年11月21日から
平成29年11月20日まで ) 

 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過および成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策および緩和的な金融環境

により企業収益等の改善が続き、個人消費は雇用・所得環境の着実な改善を背景に

底堅さを増すなど、景気は緩やかな回復基調で推移したものの、米国政権の政治動

向や地政学的リスクの高まりによる日本経済の下押し懸念等、一部で先行き不透明

な状況で推移いたしました。 

当住宅関連業界におきましては、低金利が続く住宅ローンや、政府による継続的

な住宅取得支援策などにより、住宅需要は弱含みながらも堅調に推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループは、地域の優良企業、住宅メーカー、ホー

ムセンターなどの新規取引先開拓の推進や工事機能の充実による外壁工事や住設工

事を中心とした工事売上の拡大、新築住宅およびリフォーム需要に対応したキッチ

ン・ユニットバスなどの住宅設備機器やオリジナル商品の販売に注力するとともに、

新規市場の開拓や業務のシステム化などに取組み、業績の向上に努めてまいりまし

た。 

その結果、当連結会計年度の売上高につきましては、過去最高となる557億４百

万円（前期比9.6％増)、営業利益は７億80百万円（前期比23.3％増)、経常利益は

８億88百万円（前期比20.9％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は５億42百万

円（前期比29.6％増）となりました。 

 

当連結会計年度の品目別売上高状況は次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 
 品     目     別 売  上  高 構 成 比 

商 品 

木 質 建 材 6,817 12.2 ％ 

非 木 質 建 材 3,801 6.8 

合 板 2,279 4.1 

木 材 製 品 2,423 4.4 

住 宅 設 備 機 器 13,598 24.4 

施 工 付 販 売 1,640 2.9 

そ の 他 4,028 7.3 

小 計 34,590 62.1 

工 事 完 成 工 事 高 21,114 37.9 

合 計 55,704 100.0 



〆≠●0 
01_0148201103002.docx 
北恵㈱様 招集 18/01/16 15:21印刷 2/11 

― 3 ― 

 (2) 設備投資等の状況 

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は57百万円であり、その主なものは

器具備品およびソフトウェアであります。 

 

 (3) 資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 

 (4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 

 (5) 事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 

 (6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 

該当事項はありません。 

 

 (7) 他の会社の株式その他持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

該当事項はありません。 

 

 (8) 対処すべき課題 

今後のわが国経済の見通しにつきましては、緩和的な金融政策や政府の各種政策

などにより国内企業の業績は堅調に推移するものと予想され、また、雇用・所得環

境の改善基調が続くことを背景に個人消費は緩やかな増加傾向をたどることが期待

されますが、英国のＥＵ離脱交渉の展開や米国の経済政策運営の不確実性の高まり、

地政学的リスクなどが国内外の経済に影響を及ぼす可能性もあり、不透明感を抱え

た状況で推移するものと思われます。 

当住宅関連業界におきましては、緩和的な金融環境や住宅市場活性化を目的とし

た政府による各種施策の継続実施などにより、住宅需要は堅調に推移するものと予

想されます。 

当社グループといたしましては、このような状況を十分認識し、引き続き地域の

優良企業、住宅メーカー、ホームセンターなどの新規取引先の開拓、工事機能のさ

らなる充実による外壁工事や住設工事などの工事売上の拡大、環境、省エネをテー

マとした住宅設備機器やオリジナル商品の拡販などを行い、業績の向上を目指す所

存でございます。 

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願

い申しあげます。 
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 (9) 財産および損益の状況 
 

区    分 
第 56 期 

平成26年11月期 
第 57 期 

平成27年11月期 
第 58 期 

平成28年11月期 

第 59 期 
(当連結会計年度) 
平成29年11月期 

売 上 高(百万円) 48,958 47,383 50,827 55,704 

経 常 利 益(百万円) 986 687 734 888 
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 562 461 418 542 

１株当たり当期純利益(円 ) 60.65 49.73 45.15 58.50 

総 資 産(百万円) 21,661 22,177 23,424 25,084 

純 資 産(百万円) 9,946 10,143 10,491 11,062 
 

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数に基づき

算出しております。 

 

 (10) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

該当事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容 

福 住 株 式 会 社 10百万円 100％ 各種建築資材等の販売 
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 (11) 主要な事業内容 

当社グループは、当社および連結子会社１社（福住株式会社）で構成されており、

木材店、建材店、工務店、住宅会社等の取引先に対して新建材、住宅設備機器等の

商品販売および上記取引先から工事請負を行っております。 

主要商品等は次のとおりであります。 
 

品  目  別 主   要   商   品   等 

木 質 建 材 ユニットドア、クローゼット、フロア、収納ユニット、階段セット 

非 木 質 建 材 石膏ボード、断熱材、屋根材、不燃ボード、サイディング 

合 板 ラワン合板、針葉樹合板 

木 材 製 品 木材構造材、木材造作材、フローリング 

住 宅 設 備 機 器 
システムキッチン、ユニットバス、洗面ユニット、トイレ、 
空調機器、燃焼機器、太陽光発電パネル 

施 工 付 販 売 
外壁工事、住設工事、屋根工事、構造躯体工事、内装工事、 
サッシ工事、太陽光発電システム 

完 成 工 事 高 

そ の 他 サッシ、エクステリア、化成品、建築金物、建築道具 

 
(注) 施工付販売……仕入メーカーの責任施工により行っている工事 

完成工事高……当社の手配による下請工事業者により行っている工事 

 

 (12) 主要な事業所 

  ① 当   社 

本   社 大阪市中央区 

営 業 所 仙台、埼玉、東京、横浜、千葉、甲府、静岡、金沢、名古屋、岐

阜、滋賀、京都、奈良、大阪中央、阪和、兵庫、岡山、高松、福

岡、鳥栖、熊本 

  ② 子 会 社 

    福住株式会社 

    本   社 兵庫県姫路市 
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 (13) 従業員の状況 

  ① 企業集団の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前期末比増減 

336名 １名増 
 

(注) 従業員数には、使用人兼務取締役および臨時従業員（パートタイマーおよび派遣社

員）は含まれておりません。 

 

  ② 当社の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

311名 １名減 40.2歳 12.7年 
 

(注) 従業員数には、使用人兼務取締役、臨時従業員（パートタイマーおよび派遣社員) 

および連結子会社への出向者は含まれておりません。 

 

 (14) 主要な借入先 

   該当事項はありません。 
 
 

2. 会社の株式に関する事項 

 (1) 発行可能株式総数 32,000,000株 

 (2) 発行済株式の総数 10,011,841株（自己株式733,142株を含む） 

 (3) 株 主 数 4,006名 

 (4) 大 株 主  
 

株    主    名 持  株  数 持 株 比 率 

 千株 ％ 

北 村 良 一 1,420 15.30 

有 限 会 社 ケ イ ア ン ド エ ム 1,344 14.49 

北 村  誠 622 6.71 

北 村 裕 三 484 5.22 

北 恵 社 員 持 株 会 440 4.74 

北  村  三 千 子 320 3.45 

竪  智 精 250 2.70 

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 229 2.48 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口) 202 2.18 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 200 2.16 
 

(注) 持株比率は、自己株式（733,142株）を控除して計算しております。 

 

 (5) その他株式に関する重要な事項 

   該当事項はありません。 
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3. 会社の新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 

4. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 

地    位 氏    名 担当および重要な兼職の状況 

代表取締役社長 北 村 良 一  

専 務 取 締 役 北 村  誠 営業本部長 

取 締 役 北 村 裕 三 管理本部長 

取 締 役 岸 本 規 正 関西営業部長 

取 締 役 山 内 昭 彦 東日本営業部長 

取 締 役 中 村  均 大阪営業部長 

取 締 役 森 信 静 治 
弁護士、梅新法律事務所所長、株式
会社池田泉州ホールディングス社外
監査役 

常 勤 監 査 役 中 島 聖 晃  

監 査 役 駒 井 隆 生 税理士、税理士法人スマイル 代表社員 

監 査 役 酒 谷 佳 弘 

公認会計士、ジャパン・マネジメン
ト・コンサルティング株式会社代表
取締役、株式会社プレサンスコーポ
レーション社外取締役（監査等委
員)、株式会社ワッツ社外取締役 
(監査等委員)、エスアールジータカ
ミヤ株式会社社外監査役、ＳＨＯ－
ＢＩ株式会社社外取締役（監査等委
員） 

 
(注) 1. 取締役森信静治氏は、社外取締役であります。なお、同氏は東京証券取引所の定

めに基づく独立役員であります。 

2. 監査役駒井隆生氏および監査役酒谷佳弘氏は、社外監査役であります。なお、両

氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。 

3. 監査役駒井隆生氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当

程度の知見を有しております。 

4. 監査役酒谷佳弘氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する

相当程度の知見を有しております。 
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 (2) 取締役および監査役の報酬等の額 

取締役 ７名 113,800千円（うち社外取締役１名 3,600千円） 

監査役 ３名 15,000千円（うち社外監査役２名 7,200千円） 
 

(注) 1. 取締役の報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

2. 上記報酬等の額には、当事業年度における役員賞与引当金および役員退職慰労引

当金の繰入額が含まれております。 

 

 (3) 社外役員に関する事項 

  ① 重要な兼職先と当社との関係 

各社外役員の重要な兼職先は、前記(1)に記載のとおりです。なお、いずれも

当社と各兼職先との間に特別の関係はありません。 

 

  ② 当事業年度における主な活動状況 
 

区   分 氏   名 主 な 活 動 状 況 

取 締 役 森 信 静 治 
当事業年度開催の取締役会16回のすべてに出席し、主に弁護士と

しての専門的見地からの発言を行っております。 

監 査 役 駒 井 隆 生 

当事業年度開催の取締役会16回のうち15回に出席し、また、監査

役会14回のすべてに出席し、主に税理士としての専門的見地から

の発言を行っております。 

監 査 役 酒 谷 佳 弘 

当事業年度開催の取締役会16回および監査役会14回のすべてに出

席し、主に公認会計士としての専門的見地からの発言を行ってお

ります。 

 

  ③ 責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役および各社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約をそれぞれ締結

しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任

限度額であります。 
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5. 会計監査人の状況 

 (1) 会計監査人の名称 

   新日本有限責任監査法人 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

  ① 当事業年度に係る報酬等の額 

26,200千円 

  ② 当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

27,200千円 
 

(注) 1. 当社は、会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金

融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。 

2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指

針｣ を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報

酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて確認し、検討した結果、

会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。 

 

 (3) 非監査業務の内容 

当社は、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である「情報セキュリティ

対策状況に係る現状調査」について対価を支払っております。 

 

 (4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。 

また、監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議

案の内容を決定いたします。 

 

 (5) 過去２年間に業務の停止の処分を受けた者に関する事項 

当社の会計監査人は、平成27年12月22日、金融庁から、契約の新規の締結に関す

る業務の停止３ヵ月（平成28年１月１日から同年３月31日まで）の処分を受けまし

た。 
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6. 業務の適正を確保するための体制 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

①コンプライアンス規程を定め、周知徹底を図るとともに、法令及び定款等に違反

する行為を発見した場合の報告体制として子会社も含めた内部通報制度を構築す

る。 

②子会社が当社のコンプライアンス規程と同等の規定を制定することを通じて、企

業倫理の確立並びにコンプライアンス体制の構築を図る。 

③就業規則及び社内規程の遵守の徹底と、内部監査の充実を図り、職務の執行の適

正性及び効率性を確保する。 

④重要事項等の決定については、必要に応じて、顧問弁護士等から助言及び指導を

受け、適法性を確保する。 

⑤市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を遮

断するとともに、これらの活動を助長するような行為は一切行わない。また、反

社会的勢力及び団体による不当要求に対しては、組織全体として毅然とした態度

で対応する。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①文書管理規程に従い、取締役の職務に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、

適切に保存及び管理を行う。 

②取締役及び監査役は、前号の文書等を常時閲覧できる。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①リスク管理規程を定め、個々のリスクについての責任部署を決定し、同規程に従

ったリスク管理体制を構築する。 

②リスク管理体制の適用範囲には子会社も含め、企業集団全体の業務の適正化を図

る。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会を原則月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。 

②取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程に基づき、

各責任者が業務を遂行する。 

③関係会社管理規程に従い、子会社を管理する担当部署を置くとともに、企業集団

全体の業務の効率的な遂行を図る。 
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(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①子会社の内部監査を定期的に実施し、その結果について、担当取締役はコンプラ

イアンス及び効率性の観点からの課題を把握し、その重要度に応じて取締役会に

報告する。 

②子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と

重要案件についての事前協議を行う。 

 

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立

性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

①監査役は、必要に応じて、内部監査室及び管理本部所属の使用人に、その職務の

遂行の補助を委嘱することができる。その際、監査役が補助使用人に委嘱した職

務については、取締役以下補助使用人の属する上長等の指揮命令を受けないこと

とし、これを当社内に徹底する。 

②前号の使用人に関する人事異動については、監査役と事前協議を行う。 

 

(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制その他の

監査役への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制 

①当社及び子会社の取締役及び使用人等並びに子会社の取締役及び使用人等から報

告を受けた者は、法令及び定款に違反する行為、または著しい損害の生じるおそ

れのある事実、その他経営及び業績に影響を及ぼす重要な事項について認識した

場合には、監査役に遅滞なく報告し、監査役は監査役会に報告する。 

②監査役は、必要に応じて、当社及び子会社の取締役及び使用人等に対して業務に

関する報告を求めることができるとともに、監査役会に関係者を出席させること

ができる。 

③当社及び子会社は、上記①②の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理

由とした不利益処分は行わないものとする。 

 

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換会を開催する。 

②監査役は、取締役、会計監査人及び内部監査室と適宜情報・意見交換を行う。 

③当社は、監査役の職務執行について生じる費用または債務（会計監査人・弁護士

に相談する費用を含むがこれに限らない）については負担する。 

 

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりであります。 
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(1) コンプライアンス体制について 

企業行動準則を全社へ周知徹底するとともに、当事業年度はコンプライアンス意

識の向上を図るため、外部講師によるコンプライアンス研修を実施いたしました。

コンプライアンス委員会を毎月開催してコンプライアンスに関する課題の把握に努

め、また、子会社も含めた内部通報ホットライン窓口を設置して運用しております。

さらに、内部監査室は、内部監査計画に基づき各部門の業務執行や子会社の監査を

実施いたしました。 

 

(2) リスク管理について 

各部署が把握したリスクに基づき全社的にリスクの見直しを行うとともに、中間

及び期末に、その対応策及び進捗状況を取締役会に報告いたしました。 

 

(3) 取締役の職務の執行について 

当事業年度は、取締役会を16回開催し、月次業績の報告・検討や法令又は定款に

定められた事項及び経営上の重要事項を決定するとともに、各取締役の業務執行を

監督するほか、子会社の業務執行の報告を受けております。また、取締役会議事録

など取締役の職務の執行に係る書類について、社内規程に基づき適切に保存及び管

理しております。 

 

(4) 監査役の職務の執行について 

監査役は、重要な会議への出席、稟議書等の重要な決裁書類の閲覧等を通じて監

査を行いました。また、代表取締役との意見交換会の開催や取締役、会計監査人及

び内部監査室と情報交換・意見交換を行いました。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

(平成29年11月20日現在) 
 

（単位：千円） 
 

科     目 金  額  科     目 金  額 

資 産 の 部  負 債 の 部 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 

未 成 工 事 支 出 金 

貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

土 地 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

投 資 不 動 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
21,271,334 

8,906,043 

10,758,431 

632,819 

852,144 

3,670 

94,726 

37,169 

△13,670 

3,813,662 

1,641,649 

221,575 

1,357,940 

4,087 

58,046 

114,352 

114,352 

2,057,660 

1,125,666 

527,535 

448,932 

△44,473 

 

 
流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

電 子 記 録 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

預 り 保 証 金 

繰 延 税 金 負 債 

役員退職慰労引当金 

退職給付に係る負債 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 

 
12,674,640 

8,634,558 

3,032,329 

275,819 

322,084 

790 

256,605 

17,500 

134,950 

1,348,027 

718,010 

226,874 

210,090 

163,357 

3,755 

16,436 

9,503 

負 債 合 計 14,022,668 

純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

退職給付に係る調整累計額 

 
10,684,973 

2,220,082 

2,851,408 

5,819,218 

△205,736 

377,355 

432,842 

△55,486 

純 資 産 合 計 11,062,328 

資 産 合 計 25,084,996 負債及び純資産合計 25,084,996 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成28年11月21日から
平成29年11月20日まで ) 

（単位：千円） 
 

科         目 金         額 

売 上 高   

商 品 売 上 高 34,590,212  

完 成 工 事 高 21,114,164 55,704,376 

売 上 原 価   

商 品 売 上 原 価 31,019,198  

完 成 工 事 原 価 19,373,234 50,392,432 

売 上 総 利 益  5,311,944 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,531,811 

営 業 利 益  780,132 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 3,159  

受 取 配 当 金 17,623  

仕 入 割 引 128,348  

受 取 賃 貸 料 28,701  

そ の 他 営 業 外 収 益 24,508 202,341 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 58  

売 上 割 引 82,558  

賃 貸 原 価 6,429  

そ の 他 営 業 外 費 用 4,982 94,028 

経 常 利 益  888,445 

特 別 損 失   

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 8,472 8,472 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  879,972 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 357,911  

法 人 税 等 調 整 額 △20,724 337,186 

当 期 純 利 益  542,786 

親会社株主に帰属する当期純利益  542,786 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成28年11月21日から
平成29年11月20日まで ) 

（単位：千円） 
 

 
株      主      資      本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当期首残高 2,220,082 2,851,408 5,406,334 △205,711 10,272,113 

当期変動額      

剰余金の配当   △129,902  △129,902 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  542,786  542,786 

自己株式の取得    △24 △24 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額) 

     

当期変動額合計 ― ― 412,883 △24 412,859 

当期末残高 2,220,082 2,851,408 5,819,218 △205,736 10,684,973 

 
（単位：千円） 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

純 資 産 合 計 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利益 
累 計 額 合 計 

当期首残高 306,535 △86,869 219,665 10,491,779 

当期変動額     

剰余金の配当    △129,902 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

   542,786 

自己株式の取得    △24 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額) 

126,306 31,382 157,689 157,689 

当期変動額合計 126,306 31,382 157,689 570,548 

当期末残高 432,842 △55,486 377,355 11,062,328 
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連 結 注 記 表 

 
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 
 (1) 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数及び名称 

    １社 福住株式会社 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

    該当事項はありません。 

 (3) 会計方針に関する事項 

  ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    有 価 証 券 

     満期保有目的の債券…償却原価法（定額法） 

     そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの…連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

    デリバティブ取引 

     時価法 

    た な 卸 資 産 

     商       品…先入先出法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下

げの方法により算定) 

     未 成 工 事 支 出 金…個別法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下

げの方法により算定) 

     貯   蔵   品…最終仕入による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下

げの方法により算定) 
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  ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    有 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除

く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物付属設備、構築物については、

定額法によっております。 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間

で均等償却しております。 

 主な耐用年数…建物 10～50年 

    無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

定額法。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

    投 資 不 動 産（リース資産を除く） 

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除

く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物付属設備、構築物については、

定額法によっております。 

 主な耐用年数…建物 20～47年 

    リ ー ス 資 産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。 

  ③ 重要な引当金の計上基準 

    貸 倒 引 当 金 

売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

    役 員 賞 与 引 当 金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

    役員退職慰労引当金 

当社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。 
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  ④ 重要な収益及び費用の計上基準 

    完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

     当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

     …工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

     その他の工事…工事完成基準 

  ⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

    ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を採用しております。 

    ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段…為替予約取引 

     ヘッジ対象…外貨建金銭債務及び外貨建予定取引 

    ヘ ッ ジ 方 針 

為替に係る相場変動リスクを回避する目的で、実需の範囲内で対象取引のヘ

ッジを行っております。 

    ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、相場変動を完全

に相殺するものと考えられるため、ヘッジの有効性の判定は省略しておりま

す。 

  ⑥ その他の連結計算書類作成のための重要な事項 

    消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

    退職給付に係る会計処理の方法 

(a) 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。 

(b) 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。 

 

2. 追加情報 

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第26号 

平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。 
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3. 連結貸借対照表に関する注記 

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 778,116千円

 (2) 投資不動産の減価償却累計額 88,912千円

 

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 当連結会計年度の末日における発行済株式数 

普通株式 10,011,841株

 (2) 剰余金の配当に関する事項 

  ① 配当金支払額 
 

決  議 株式の種類 配当金の総額 

平成29年２月17日 
定時株主総会 

普通株式 129,902千円 

１株当たりの配当額 基準日 効力発生日 

14円 平成28年11月20日 平成29年２月20日 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの 
 

決  議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 

平成30年２月16日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 185,573千円 

１株当たりの配当額 基準日 効力発生日 

20円 平成29年11月20日 平成30年２月19日 
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5. 金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については、安全性及び流動性の高い短期的な預金

等を中心に行っております。資金調達については、必要時には様々な調達手段

の中から最適な手段を選択する方針であります。 

  ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金の信用リスクについては、与信管理手続規

程に従い、取引先ごとに期日及び残高管理を行うとともに、経営状況をモニタ

リングすることにより、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。 

有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び余資

運用の債券であります。 

業務上の関係を有する企業の株式については、定期的に時価や取引先の財務状

況を把握し、取引先との関係を勘案して保有状況を検討しております。また、

余資運用の債券は、信用リスクを軽減するために、安全性の高いもののみを対

象としております。 

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１

年以内の支払期日であります。 

  ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動

要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することがあります。 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成29年11月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認

められるものは、次表には含まれておりません（(注２）参照)。 
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連結貸借対照表計上額 

(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

(1) 現金及び預金 8,906,043 8,906,043 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 10,758,431   

   貸倒引当金※ △13,669   

   受取手形及び売掛金(純額) 10,744,761 10,744,761 ― 

(3) 投資有価証券    

   満期保有目的の債券 100,000 99,570 △430 

   その他有価証券 1,022,324 1,022,324 ― 

資産 計 20,773,129 20,772,699 △430 

(1) 支払手形及び買掛金 8,634,558 8,634,558 ― 

(2) 電子記録債務 3,032,329 3,032,329 ― 

負債 計 11,666,888 11,666,888 ― 
 

※受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

  資産 

  (1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。 

  (3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価

格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

  負債 

  (1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 電子記録債務 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。 

  



〆≠●0 
02_0148201103002.docx 
北恵㈱様 招集 18/01/16 15:23印刷 10/24 

― 22 ― 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 3,342 
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、｢(3) 投資有価証券」には含めておりません。 

 

(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
 

 １年以内(千円) 
１年超５年以内 

(千円) 
５年超10年以内 

(千円) 
10年超(千円) 

現金及び預金 8,906,043 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 10,758,431 ― ― ― 

投資有価証券     

満期保有目的の債券 ― 100,000 ― ― 

その他有価証券のうち満期があるもの     

  1. 債券     

   (1) 国債・地方債等 ― ― ― ― 

   (2) 社債 ― ― 300,000 ― 

   (3) その他 ― ― ― ― 

合計 19,664,474 100,000 300,000 ― 

 

6. 賃貸等不動産に関する注記 

   賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

7. １株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額 1,192円23銭

 (2) １株当たり当期純利益 58円50銭
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貸 借 対 照 表 

(平成29年11月20日現在) 
 

（単位：千円） 
 

科     目 金  額  科     目 金  額 

資 産 の 部  負 債 の 部 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

未 成 工 事 支 出 金 

貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

その他有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

破 産 更 生 債 権 等 

差 入 保 証 金 

敷 金 

保 険 積 立 金 

投 資 不 動 産 

そ の 他 投 資 

貸 倒 引 当 金 

 
21,085,983 

8,797,772 

2,389,354 

8,294,111 

620,211 

852,144 

3,670 

94,713 

38,203 

△4,198 

3,807,229 

1,638,864 

212,399 

50,233 

1,357,940 

4,087 

14,204 

114,206 

113,259 

946 

2,054,158 

1,125,666 

0 

30,070 

96,352 

124,068 

153,880 

527,535 

27,005 

△30,421 

 

 
流 動 負 債 

支 払 手 形 

電 子 記 録 債 務 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

未 成 工 事 受 入 金 

前 受 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

そ の 他 流 動 負 債 

固 定 負 債 

預 り 保 証 金 

繰 延 税 金 負 債 

役員退職慰労引当金 

退 職 給 付 引 当 金 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 固 定 負 債 

 
12,576,690 

3,348,254 

3,033,114 

5,213,314 

265,624 

312,478 

790 

254,550 

47,938 

50,352 

30,289 

17,500 

2,482 

1,292,540 

718,010 

251,225 

210,090 

83,520 

3,755 

16,436 

9,503 

負 債 合 計 13,869,231 

純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

固定資産圧縮積立金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 
10,591,139 

2,220,082 

2,851,408 

2,850,892 

516 

5,725,384 

170,300 

5,555,084 

462,126 

2,150,000 

2,942,957 

△205,736 

432,842 

432,842 

純 資 産 合 計 11,023,981 

資 産 合 計 24,893,212 負債及び純資産合計 24,893,212 
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損 益 計 算 書 

(平成28年11月21日から
平成29年11月20日まで ) 

（単位：千円） 
 

科         目 金         額 

売 上 高   

商 品 売 上 高 33,639,091  

完 成 工 事 高 21,114,164 54,753,255 

売 上 原 価   

商 品 売 上 原 価 30,263,690  

完 成 工 事 原 価 19,373,234 49,636,925 

売 上 総 利 益  5,116,330 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,336,337 

営 業 利 益  779,992 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 618  

有 価 証 券 利 息 2,539  

受 取 配 当 金 17,617  

仕 入 割 引 120,615  

受 取 賃 貸 料 28,701  

そ の 他 営 業 外 収 益 26,952 197,046 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 58  

売 上 割 引 82,383  

賃 貸 原 価 6,429  

そ の 他 営 業 外 費 用 4,593 93,464 

経 常 利 益  883,573 

特 別 損 失   

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 8,472 8,472 

税 引 前 当 期 純 利 益  875,101 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 355,200  

法 人 税 等 調 整 額 △20,736 334,463 

当 期 純 利 益  540,638 
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株主資本等変動計算書 

(平成28年11月21日から
平成29年11月20日まで ) 

（単位：千円） 
 

 

株      主      資      本 

資 本 金 
資   本   剰   余   金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高 2,220,082 2,850,892 516 2,851,408 

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

固定資産圧縮積立金取崩額     

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

    

当期変動額合計 ― ― ― ― 

当期末残高 2,220,082 2,850,892 516 2,851,408 

 
（単位：千円） 

 

 

株      主      資      本 

利   益   剰   余   金 

利益準備金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 

固定資産圧縮積立金 別途積立金 

当期首残高 170,300 463,073 2,150,000 

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    

自己株式の取得    

固定資産圧縮積立金取崩額  △946  

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

   

当期変動額合計 ― △946 ― 

当期末残高 170,300 462,126 2,150,000 
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（単位：千円） 
 

 

株      主      資      本 

利  益  剰  余  金 

自 己 株 式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

当期首残高 2,531,274 5,314,648 △205,711 10,180,427 

当期変動額     

剰余金の配当 △129,902 △129,902  △129,902 

当期純利益 540,638 540,638  540,638 

自己株式の取得   △24 △24 

固定資産圧縮積立金取崩額 946 ―  ― 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

    

当期変動額合計 411,682 410,736 △24 410,711 

当期末残高 2,942,957 5,725,384 △205,736 10,591,139 

 
（単位：千円） 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 306,535 306,535 10,486,962 

当期変動額    

剰余金の配当   △129,902 

当期純利益   540,638 

自己株式の取得   △24 

固定資産圧縮積立金取崩額   ― 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

126,306 126,306 126,306 

当期変動額合計 126,306 126,306 537,018 

当期末残高 432,842 432,842 11,023,981 
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個 別 注 記 表 

 
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 
 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

   子 会 社 株 式…移動平均法による原価法 

   満期保有目的の債券…償却原価法（定額法） 

   その他有価証券 

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの…移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

    時価法 

 (3) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   商      品…先入先出法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方

法により算定) 

   未成工事支出金…個別法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方

法により算定) 

   貯   蔵   品…最終仕入による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価の切下げの方

法により算定) 

 (4) 固定資産の減価償却の方法 

   有 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除

く) 及び平成28年４月１日以降に取得した建物付属設備、構築物については、

定額法によっております。 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で

均等償却しております。 

 主な耐用年数…建物 10～50年 
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   無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

定額法。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

   投 資 不 動 産（リース資産を除く） 

定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除

く) 及び平成28年４月１日以降に取得した建物付属設備、構築物については、

定額法によっております。 

 主な耐用年数…建物 20～47年 

   リ ー ス 資 産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。 

 (5) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 

売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

役 員 賞 与 引 当 金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

退 職 給 付 引 当 金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しており

ます。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の処理方法 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌期から費用処理することとしております。 

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異な

ります。 
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役員退職慰労引当金 

当社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を

計上しております。 

 (6) 収益及び費用の計上基準 

    完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

     当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

     …工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

     その他の工事…工事完成基準 

 (7) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建金銭債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ方針 

為替に係る相場変動リスクを回避する目的で、実需の範囲内で対象取引のヘ

ッジを行っております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、相場変動を完全

に相殺するものと考えられるため、ヘッジの有効性の判定は省略しておりま

す。 

 (8) 消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 

2. 追加情報 

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第26号 

平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。 
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3. 貸借対照表に関する注記 

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 772,031千円

 (2) 投資不動産の減価償却累計額 88,912千円

 (3) 関係会社に対する金銭債権債務 

    短期金銭債権 187,752千円

    短期金銭債務 784千円

 

4. 損益計算書に関する注記 

   関係会社との取引高 

    営業取引による取引高の総額 497,510千円

    営業取引以外の取引高の総額 3,712千円

 

5. 株主資本等変動計算書に関する注記 

   当事業年度の末日における自己株式の数 

普通株式 733,142株
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6. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産（流動） 

未 払 事 業 税 18,131千円

未 払 賞 与 57,356千円

そ の 他 19,226千円

繰延税金資産（流動）合計 94,713千円

   繰延税金資産（固定） 

貸 倒 引 当 金 9,287千円

役員退職慰労引当金 64,077千円

退 職 給 付 引 当 金 25,473千円

減 損 損 失 141,682千円

関係会社株式評価損失 53,374千円

そ の 他 48,673千円

繰延税金資産（固定）小計 342,569千円

評 価 性 引 当 額 △217,150千円

繰延税金資産（固定）合計 125,419千円

   繰延税金負債（固定） 

固定資産圧縮積立金 202,809千円

その他有価証券評価差額金 171,254千円

そ の 他 2,580千円

繰延税金負債（固定）小計 376,644千円

繰延税金負債（固定）純額 251,225千円
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7. １株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額 1,188円10銭

 (2) １株当たり当期純利益 58円27銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成30年１月16日 
 

北 恵 株 式 会 社 
 

取 締 役 会  御中 

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  梅 原  隆 ㊞ 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  守 谷 義 広 ㊞ 

 
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、北恵株式会社の平成28年11月21日か

ら平成29年11月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 
連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。 

 
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、北恵株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成30年１月16日 
 

北 恵 株 式 会 社 
 

取 締 役 会  御中 

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  梅 原  隆 ㊞ 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  守 谷 義 広 ㊞ 

 
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、北恵株式会社の平成28年11月

21日から平成29年11月20日までの第59期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 

 
計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

当監査役会は、平成28年11月21日から平成29年11月20日までの第59期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ

ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に

報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表）について検討いたしました。 
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2. 監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

    平成30年１月17日 
 

北恵株式会社 監査役会 

常勤監査役 中 島 聖 晃 ㊞

社外監査役 駒 井 隆 生 ㊞

社外監査役 酒 谷 佳 弘 ㊞

  
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 
第１号議案  剰余金の処分の件 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付け、安

定した配当を継続しつつ、当社を取り巻く経営環境および財務状況等を勘案のう

え、業績に応じた利益還元を行っていくことを基本方針とし、配当額につきまし

ては、当面の間、１株当たり年間14円を下限とした上で、連結配当性向35％を目

途としております。 

上記に基づき、当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと

存じます。 
 

(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式 

 １株につき金20円  総額 185,573,980円 

(2) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成30年２月19日 
 

第２号議案  定款一部変更の件 

1. 変更の理由 

当社の事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）に事業目

的を追加するものであります。 

2. 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 
(下線は変更部分) 

 
現行定款 変更案 

(目的) 

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的とす

る。 

(目的) 

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的とす

る。 

  1. 

～ (条文省略) 

  9. 

  1.  

～ (現行どおり) 

  9.  

  10. 厨房機器、収納、洗面化粧台、衛生器

具、空調機器、コンセント、照明器具等

の住宅設備機器の施工及び販売 

  10. 厨房機器、収納、洗面化粧台、衛生器

具、空調機器、コンセント、照明器具、

太陽光発電システム等の住宅設備機器の

施工及び販売 

  11. 

～ (条文省略) 

  20. 

  11. 

～ (現行どおり) 

  20. 

     (新  設)   21. 外構関連製品の製造、施工及び販売 

  21. 前各号に附帯関連する一切の事業   22. 前各号に附帯関連する一切の事業 
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第３号議案  取締役８名選任の件 

本総会終結の時をもって、取締役全員（７名）が任期満了となります。つきま

しては、経営体制の一層の強化を図るため、社外取締役１名を増員し、取締役８

名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

１ 

きた むら りょう いち 

北 村 良 一 

(昭和33年１月19日) 

昭和55年４月 当社入社 

昭和61年２月 取締役営業本部営業部長 

昭和62年11月 代表取締役専務 

昭和63年６月 代表取締役社長（現任） 

1,420,100株 

（候補者とした理由） 

長年にわたり代表取締役社長を務め、企業経営者としての豊富な経験、実績、見識を有してお

り、当社の企業価値向上を推進するために適任であると考え、取締役候補者といたしました。 

２ 

きた むら  まこと 

北 村  誠 

(昭和35年10月20日) 

昭和58年４月 当社入社 

平成６年５月 東京第１営業部部長代理 

平成７年11月 東日本営業部部長代理 

平成10年５月 総務部長 

平成12年２月 取締役総務部長 

平成13年２月 取締役経理部長 

平成13年５月 取締役経理部長兼経営企画室長 

平成14年11月 取締役管理本部長兼経理部長兼経営企

画室長 

平成16年２月 常務取締役管理本部長兼経理部長兼経

営企画室長 

平成18年５月 常務取締役管理本部長兼経理部長 

平成20年２月 常務取締役経営統括本部長 

平成23年１月 常務取締役管理本部長兼経理部長 

平成25年５月 常務取締役管理本部長 

平成27年11月 常務取締役営業本部長兼営業企画部長 

平成28年２月 専務取締役営業本部長兼営業企画部長 

平成28年５月 専務取締役営業本部長（現任） 

622,244株 

（候補者とした理由） 

当社の経営に関する豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の企業価値向上を推進するため

に適任であると考え、取締役候補者といたしました。 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

３ 

きた むら ゆう ぞう 

北 村 裕 三 

(昭和39年６月６日) 

昭和62年４月 当社入社 

平成15年８月 営業企画部副部長 

平成20年１月 営業企画部長 

平成20年２月 取締役営業企画部長 

平成27年11月 取締役管理本部長（現任） 

484,779株 

（候補者とした理由） 

営業部門、管理部門における豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の企業価値向上を推進

するために適任であると考え、取締役候補者といたしました。 

４ 

きし もと のり まさ 

岸 本 規 正 

(昭和38年８月18日) 

昭和59年４月 当社入社 

平成15年５月 西日本営業部長 

平成17年11月 九州営業部長 

平成22年11月 近畿営業部長 

平成24年２月 取締役近畿営業部長 

平成24年11月 取締役住宅資材部長 

平成26年11月 取締役近畿第二営業部長 

平成28年11月 取締役関西営業部長（現任） 

8,200株 

（候補者とした理由） 

営業部門に長年携わり、豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の企業価値向上を推進する

ために適任であると考え、取締役候補者といたしました。 

５ 

やま うち あき ひこ 

山 内 昭 彦 

(昭和38年６月25日) 

昭和61年４月 当社入社 

平成15年11月 近畿営業部副部長 

平成19年11月 東日本営業部副部長 

平成21年11月 東日本営業部長 

平成24年２月 取締役東日本営業部長（現任） 

19,200株 

（候補者とした理由） 

営業部門に長年携わり、豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の企業価値向上を推進する

ために適任であると考え、取締役候補者といたしました。 

６ 

なか むら  ひとし 

中 村  均 

(昭和35年３月５日) 

平成11年11月 当社入社 

平成22年11月 住宅資材部長 

平成24年11月 近畿営業部長 

平成26年２月 取締役近畿営業部長 

平成26年11月 取締役近畿第一営業部長 

平成28年11月 取締役大阪営業部長（現任） 

5,000株 

（候補者とした理由） 

営業部門に長年携わり、豊富な経験、実績、見識を有しており、当社の企業価値向上を推進する

ために適任であると考え、取締役候補者といたしました。 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

７ 

もり のぶ せい じ 

森 信 静 治 

(昭和24年７月９日) 

昭和53年４月 弁護士登録 

昭和63年４月 梅新法律事務所開設 所長（現任） 

平成16年４月 大阪弁護士会副会長、日本弁護士連合

会理事 

平成17年４月 大阪大学大学院法学研究科招聘教授 

       連携大学院客員教授 

平成25年４月 日本弁護士連合会常務理事 

平成27年２月 当社社外取締役（現任） 

平成29年６月 株式会社池田泉州ホールディングス社

外監査役（現任） 

（重要な兼職の状況） 

梅新法律事務所所長 

株式会社池田泉州ホールディングス社外監査役 

0株 

（候補者とした理由） 

弁護士としての豊富な知識と幅広い見識を有し、専門的見地からの助言をいただいており、社外

取締役としての職務を適切に遂行できるものと考え、社外取締役候補者といたしました。 

８ 

※ 
すぎ の まさ ひろ 

杉 野 正 博 

(昭和19年11月18日) 

昭和42年４月 伊奈製陶株式会社（現 株式会社

LIXIL）入社 

平成４年１月 株式会社INAX（旧 伊奈製陶株式会

社）取締役 

平成８年１月 同社常務取締役 

平成12年１月 同社専務取締役 

平成13年10月 同社代表取締役社長 

平成19年６月 同社代表取締役会長 

平成19年６月 株式会社住生活グループ（現 株式会

社LIXILグループ）代表取締役社長 

平成23年４月 株式会社LIXIL代表取締役社長 

平成23年６月 同社取締役相談役 

平成25年６月 同社相談役（非常勤)(現任） 

平成27年６月 株式会社マキタ社外取締役（現任） 

平成29年６月 ミサワホーム株式会社社外取締役（現

任） 

（重要な兼職の状況） 

株式会社マキタ社外取締役 

ミサワホーム株式会社社外取締役 

0株 

（候補者とした理由） 

長年にわたって会社経営に携わり、豊富な経験と高い見識を有しており、当社の経営に対して大

所高所からの貴重な意見をいただけるものと考え、社外取締役候補者といたしました。 
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(注) 1. ※は、新任候補者であります。 

2. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

3. 森信静治氏は、社外取締役候補者であります。なお、同氏は東京証券取引所の定

めに基づく独立役員であります。 

4. 杉野正博氏は、社外取締役候補者であります。なお、同氏の選任が承認された場

合、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員となる予定であります。 

5. 森信静治氏の社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって３年であります。 

6. 当社は、森信静治氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害

賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額としております。森信静治

氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間で当該契約を継続する予定であり

ます。 

 また、杉野正博氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で同様の契約を締

結する予定であります。 

 

以 上 
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会場：大阪市中央区安土町三丁目１番３号 

   ヴィアーレ大阪２階 

   安土の間 

 

 

 

◎ 地下鉄御堂筋線 本町駅①番出口 

          東へ徒歩３分 

◎ 地下鉄堺筋線  堺筋本町駅⑰番出口 

          西へ徒歩５分 

◎ 車でのご来場はご遠慮くださいますようお願いいたします。 

株主総会会場ご案内図 


